
設計変更承認申請知事の「不承認」を支持し辺野古新基地建設断念を求める声明

11月25日玉城デェー沖縄県知事は、樽部構局が申請した辺野古新基地建設に関わる設

計変更承認申請に「不承認jの判断を下した。

昨年9月に県が行った設言十変更申請書め「告示・縦覧」でも県内外から「不承認Jを求める意見

書が1万8千件近く寄せられた。私たちは知事の「不承認」を支持し、政府に新監血建設に向け

た設計変更承認申請書の取り下げと埋め立て工事の即時中止を求める。

辺野古新基地を造らせない県民の思いは、県知事選挙や国政選挙の争点となり、玉城県政に

引き継がれている。 2019年2月「辺野古・大浦湾の埋め立てJに焦点を当てた県民投菊士、有権

者の過半数が投票し、「反対Jが72弛だった。民意は明白でまる。

2020年7月、地質や地盤工学の専門罰もなる州低早野古調査団は沖絹防衛局の設計条件

を精査し、 I震度1以上司〉護岸が崩壊する怖れがあるjとの鰍庁結果を発表した。軟弱地盤上の

基地建設の破たんが科学的に立証された。

地盤改良に伴う費用は、政府試算で当初の3500億円から9300億円（県試算では2兆5千5

百億円）、工期は8年から12年へと膨らみ続けている。

辺野古・大浦湾ほ防衛局調査による左5300積〉の生物を育む多様性に富んだ海域であるQ 米

国の環境NGO ミツ会ヨ〉ゲルーは園内で唯一Iホープスポットjという海洋保護区に認定j_,f~o

政府は「普天間基地の1日も早し、危険性除去のためには辺野古が唯一Jと新基地建設の県内

移設を正当化してきたが、「辺野古新基地に自衛隊の水陸機動団常動との密約が報道された。

さらに軟弱地盤の改良工事に大量の士砂が必要となり、戦没者の遺骨が眠る沖縄紗跡固定制圏

からの士相場激まで計額に上げている。

戦後27年間沖縄を米軍統治下に置き日米安保の負担を押しつけ、日本は経済復興をした。

その問、沖縄県民に日本国憲法五お臨時れず、米軍の軍事支配下で基柏号人権はなく、生存

権も財産樹高ろにされてきた。

そして再び、日米両政府は完成の見通しがない辺野古新基地建設を沖縄に押し付けている。

日本政府は沖縄の民意を尊重し沖縄を犠牲にした安全保障政策は止めるべきでまる。

軍事的抑止力から平和憲法に基づく外交努力による安全保障へ舵を切るべきである。

日米両政府は沖縄県知事のf不承認I判断を真撃に受け止め直ちに辺野古新基地建設を断念

せよ。

内閣総理大臣岸田文雄様

防衛大臣 岸信夫 様

2位 1年 12月3日辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議


